
認定特定非営利活動法人 わだつみのこえ記念館

役員報酬及び職員給与の支給並びに費用に関する規程

(目 的)

第1条 この規程は、特定非営利活動法人わだつみのこえ記念館(以下「本法人」という。)の定款第4章
に規定する役員の報酬および職員の給与、ならびに役員および職員の費用に関し必要な事項を

定める。

(定義と適用)

第2条 この規程において用語を次のとおり定義し適用する。
(1)役員とは、理事及び監事をいう。
(2)職員とは、事務局を構成し、常務理事の下に事務をおこなう事務局員をいう。

(3)報酬とは、役員が職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退任手当であって、その名

称の如何を問わず、費用とは明確に区別されるものとする。

(4)給与とは、職員が職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当であって、その名

称の如何を問わず、費用とは明確に区別されるものとする。

(5)費用とは、職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤費、旅費 (宿泊費を含む)及び手数料等

の経費であって、報酬ならびに給与とは明確に区別されるものとする。

(6)本基金の事業活動に参加するヴォランティアが、その活動参加に伴い発生する交通費、旅費

(宿泊費を含む)及び手数料等は、前号の費用として適用し、謝礼、報酬ならびに給与とは明確

に区別されるものとする。

(報酬額の決定)

第3条 役員の報酬は支給しない。
但し、常務理事については、当分の間報酬を支給しないが、理事会において決定し支給する

ことができる。

(給与額の決定)

第4条  職員の給与は当分の間支給しない。
但し、理事会において決定し支給することができる。

(費用の弁済)

第5条 費用はその実態に応じ経費実額を直ちに弁済するものとする。
(規程の改廃 )

第6条 この規程の改廃は、理事会の決議を経ておこなう。
(規程の公開)

第7条  この規程は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 2号に定めるところにより公開するもの
とする。

附   則

1 この規程は、当法人が東京都知事認定特定非営利活動法人と認定された日(2013年 2月 6日 )

から施行し、この日を含む事業年度 (自 2012年 4月 1日 、至 2013年 3月 31日 )から適用する。

本規程は当法人のものであることに相違ありません。

東京都文京区本郷五丁目29番 13号赤門アビタシオン 1階

認定特定非営利活動法人わだつみのこえ記念館

理事長 渡 邊 線 子

2021年 6月 25日



書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第2項第3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

法人名
l  認定特定非営利活動法人“  .1普 憂と離 |・

|  わだつみのこえ記念館   1予
禾干及

|

…2020年 4月 1日 ～2021年 3月 31ロ

(1)収益の源泉別の

入金の明細

金    額収 益 源 泉 の 内 訳

1 受取会費
88,000円正会員会費

2 受取寄附金

賛助会員寄附金 909,000円

193995円

1,138,025 F]i

240,000円

29,840円

233,700円維持会員寄附金

一般寄附金

3 受取助成金等

4 事業収益

記念館の管理・運営事業

企画展示解説冊子普及

1,3710円参考資料普及

2,660,114円 `

計△
ロ

雑収入

受取利息等 19円

7,820円

5 その他収益

0円な し

入 先借 金    額

円

円

円計ノゝ
ロ

な し



2 資産の議渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

る

譲 渡 資 産 の 内 容 料、金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

(a び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

係 る

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等
事務所貸与(共用)

円

円

円

円

円

円

240,000円 年度料金

円

_ヽ 円



3 取引の内容に関する1申:項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から1第五順位までの取引 口 役員等との取引]     …
     … ‐‐‐   …・    ……

1(1)収益の生ずる の 5

(2) る取 |の 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 )

氏名又は名称 住所文,ま所在」
‐
 取引内容等

受取寄附

受取寄附等

受取寄附

事務所貸与等

受取寄附

取引金額

100,000円

608,200円

104,000円

330,048円

208,000円

取引内容等取引金額

Ⅲ 677,232円

258,280円

225,400円

141,036円

75,526円

住所又は所在地

建物管理費等

印刷複写費

通信運搬費

氏名又は名称

専門員謝礼等

普及啓発費等

it∫

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡

年月日

譲 渡 価

格
譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



白 にJ

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

口 資産の貸付け ( け

ハ 等 )

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提供

年月日
対 価 の 額

役務提供

の内容等

240,000円当年度中 事務所貸与

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20 る 並びに 月日] 

・

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

円

円

円

円

円

該当なし

円

円

円

円

円

円

円

円・

円

円

円

円

円

円

円

□ る事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

な し 0円

コ団 を得た職員 び当該職員に対する給与



6 支出した [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

支出年月日 支出先の名称
~所
在 地 寄附の目的等

‐
支出した寄附金額

。該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

7 海外への送金等に関する事項 (その金額が200万円以下の場合に限る。)[⑦200万円以下の海外への送
金又は金銭の持出し るその金額及び使途並びに

実  施  日 使 途 金   額

該当なし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



|

認定特定非営利活動法人わだつみのこえ記念館法人名 チェッタ相『

ν
3 日ヨEコ回

=王
口 し して しヽる と

イ □亜醒E回つちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の 1以下である と
|{1)

{2) である者及びこれらの者の親族簿

と         ′́日

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又枷帳簿書類の備付け、取引の記
録及び根簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金餞の費津が明ら いないこと

イ

③ 各欄の人脚申よ第3表付表1『役員の状況』から転配してくださしヽ

ロ

項  目

役員数

最 も人
:数が多
い「親族
等」のグ
`ルニプ
の人数 .

割 合

(C卜③

割 合

④÷③

④

0人 0%

人 %

人 %

① ② ③

③ 2020年 4月 1日へ′2021年 3月 31日 13人 0人 0%

⑤ 年 月 日～ 年‐月 1日
人 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

③ ⑤ ◎ ① ◎ 申 請 時

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい はい はい

いいえいいえ いいえ いいえ

書式第7号 (法第44条051条・58条関係)

認定基準等チェッ熱表…_癬旧景0 .´ 輛́覇D

∝菫中D
・認定基準等チェック表 (第 3miよ 法第5彙第1項に基づく書類 (役員綱鶏翻聞限出書類)の提出時においても卿職及び添付

する必要があります。その場合、上記口の配載の必要はあり奏せん。  ・・ ′・

・認定の有効期間の受新の申睛に当たって:よ 法第55条第 1項に基づく書類

改めて記職する必要はありません。

(役員報酬層□朝日州■Dに配載した1事項について、



第3表 GttЮ

(,1:jl,:口 ,「1,1)

.認定の有効期間D更新の申請に当たつて:よ 法第騒条第1項に基づく書類 (役員報酬用経椰島出書類)に配載した事項について、改
めて記職する必要はありません。 1・

      ‐‐  ・……` ・‐                   ― ・

エ 3

項
日
【

:③ ⑥ ◎ ① 申 請 時

はい はい

いいえ

はい

いいえ
・
を受|けている いいえ いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行つている

はい

いいえ
.

はい

いいえ

・
はい はい .ltur

いいえ
しヽ えヽ いいえ いいえ

:饉【17::゛」1三 Rゴ●11● :.:lrコE■‐1「 :i:: :ゝ」 Fl_

項
口
日 ③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無

⌒

有(J 有 。無 有 。無 有。無 有・無 有・無

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

イの各欄 区分欄の「③」から口◎」欄にIム 実績判定期間の各事

業年度 (又は各年)を記載しま・九

第3表付表1「役員の状況」を記載して、l①」、「②」及

び 口④」の各欄に該当する人数を転記しま・九

該当する一方を「○」で囲みます。
「上記を証する書類の名称とその内容等」欄に|ム 例え

は 「定款 (又 |ま
`籍

tの 第○条に正社員の表決権 (又は議決

櫛 のよう
ハの各欄

なお、nO」 から KDり についてlよ 上記イに記載する各

〈「③」から 10」)を示したものですも 一

該当する一方を「○」 てヽ公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の [饉壼L
‐‐
1三 」::2」

=二

L`」IE:」:L金笙11:』監:董:]:E!]i塾≧iz壁

位堕茎工盪主_.  :
② n帳諄書類の備付け、取引の1記録及

じて行つている」Q「はLl_に [Ω上

」ビ」L塑ヒ含1ヨニ_瑳L旦 .:壺ヨ国L菫2Lll量饉D饉

該当する一方を「○∫で囲みま丸  ~
に講 る各につセなお、 てヽ:ム

期間

記載要領の補足

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した鋼銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出
先を明ら力ヽこしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。



書式第8号 (法第44条051条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名
認定特定非営利活動法人

③ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時
だつ の え

役  員  数 13人 人 人 人 人 人

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数
0人 人 人 人 人 人

(2)最も 特定の法人の役員
又は使用人である者並びにこれらの 0人 人 人 人 人 人

の グ

役 ,員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 就任 。退任
③ O ◎ 〇 ◎ 申請時

ロ

渡邊 線子 理事長
ヽ
ノ
ｒ
ヽ

2005年 8月 3日
理事就任

年 8月 3日

岡田 裕之 副理事長
ヽ
ノ
ｒ
ヽ

理事就任
2006年 5月 30日
理事退任
2017年 6月 16日

山辺 昌彦
記念館長
鯉 勤

○
2018年 6月 1日
理事就任

奥田 豊己 常務理事
ヽ
ノ
′
ヽ

2014年 6月 1日
理事就任

墓  快久 常務理事
ヽ
ノ
′
ヽ

2015年 6月 1日
理事就任

岡安 茂緒 常務理事 ○
2006年 6月 1日
理事就任

永野  仁 理 事 ○
2005年 8月 3日
理事就任

萌
‐
丁百
…

高橋 武智 理 事 ○ 2020 6月 22日

石井  力 理 事 ○
2005年 8月 3日
理事就任

角谷美代子 理 事 ○

2005年 8月 3日

理事就任

2009¨年 6月 11日

理事就任杉本 徳久 理 事 ○

深澤  榮 理 事 ○
2018年 6月 1日
理事就任

古藤  晃 監 事 ○
2009年 6月 1日

監事就任

山本  恒 監 事
ヽ
ノ
′
ヽ

2013年 6月 1日
監事就任

(注意事項)
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類
項について、改めて記載する必要はありません。

に記載した事



法 人 名 認定特定非営利活動法人 わだつみのこえ記念館

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳 ルースリーフ・エクセル表

(会計ソフト)
随時 10年

現金出納帳 ルースリーフ・エクセル表

(会計ソフト)
随時 10年

現金出納証憑書類綴 装丁帳簿 随時 10年

賛助会員寄附者名簿綴 ノレースリヽ一フ 随時 10年

維持会員寄附者名簿綴 ノレースリーフ 随時 10年

一般寄附者名簿綴 ′レースリーフ 随時 10年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関瞬0

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表 2

(籠喘1到D
・ 『伝票測瓶 名」1日よ 例えば 町輸出1閣山、『網勘定ヨ胸、『経費帽」などのように記載します。
・ 『左の根簿等の形態』欄よ『3枚欄写伝票』、町L″.ズリーフ」、「装丁根簿」などのように記載します。
・ 『記幅の時期」欄ム「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効醐間の更新の劇脚こ当たつて|よ 法第155条第1項に基づく書類 (役員報酬規□朝日州口Dに配載した内割こ変更
力
'な
いときは、添付を省略することができます。



4 事業活動に関して次i3縄げる基準に適合していること……

イ

'議
洛勘測詢研観自蒔を行つていないこと

口l・ 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人

と当法人との間の資産の1撻腹等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及て舞喋(製贈 に関して特別の和雌を与えないこと、及び嘔昴 1を目的とした事業を行う者、上

実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が8096以上で

実績判定期間における受入寄附金総錮のЮ%以上を特定JF営利活動の事業費に充てていること
あること

ハ

しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

項
日

【 ③ ⑤ ◎ ① ◎
‐ ‐

申翻‖む

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び1諸を教化育成する活動

⌒

有 (、ダ 有 。無 有・ 無 有 ・ 無 有 。無 有・ 無

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動
有

⌒

(.ダ 有 。無 有・ 無 有・ 無 有 ◆無 有・ 無

特定:α杉珊蜘珈則隋者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

ノ
~ヽ

有くぜり 有・ 無 有・ 無 有・ 無 有 。無 有 無

―

ロ

項
［曰 ④ ⑤ ◎ ① ◎ 申翻椰キ

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及岬 模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報馴の支給として過
有

′ヽ
イ無 l

ノヽ
有・無

有・無 有・無 有・無 有。無

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別αオll益の供与の有無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が力配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特男llα禾!1益の供与の有無

有
⌒
{無 l

V
有。無 有。無 有。無 有・無 有

。無

役員等に対し役員の選にその他当法人の財塵の運用及び事業の運営

に関して特別の利益の供与の有無
有

⌒
1無 |

V
有・無 有。無 有。無 有・無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有←|
ノヽ

有。無 有。無 有
。無 有。無 有。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関n
・ 1・     ‐ ・

認定理轟解事チェック表 鰈M表) 回 刺

(注意l中D
・曜眼轟算崎チェック表 (第 4表)」 :よ 法第馬条第1項に基づく書類 (役員輌酬規程等提出書類)の提出時においても配載及

び添付する必要があります。その場合、『認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (′咽ιび二)の配載及び添付の必要はありませ

ん。
3認定の有効期間の更新の申睛に当たつて:よ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬鵬程等提出書類)に記載した事項につい

て、改めて配職する必ヨまありません。



書式第13号 (法第44条・51条・58条関傷0

認定基準等チェック表 悌 5詢

C菫事の
・

…

ェック●第5日よ麟編

“

彙●1■に出づく8目 C員輌日Hm日出■つ の日出日=田目臓
`"は
す0●瞑が

あります。
・日定の■薇劇間のコ籠の中日

=当
たつでま 澤付のJ口まありません。

たッタ欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第四条に規定する1事業拙割摯執 役員名級 び定鮮

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する:書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

ν

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、

等を目識 した書類

´ヽ

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合にlム 正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

図回覧:こけ る細則 (襴レ

"諷

D等がある場合には その細則 (社内制員0等を添付してくださしヽ

同  意

① l事業報告書等 (事業報告書、財産目録、中 、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:誦勤

② 役員名簿

〇 しない

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

ロ 各認定基準等に適合す
・る旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

イ

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の議渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
0役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が加万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及咄 月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した翻附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が2∞万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並びにその実施日

① 助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

② 海外への送金又は金銭の持出し(その金額が2∞万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第14号 (法第44条・51条・58条関閑

認定基準等チェック表 癬
'6、

7、 8表〕

法人名 認定特定非営利活動法人わだつみのこえ記念館

認定基準等チェック表  (第7ガ

(注意l中

"・法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬槻肥賄欄出書類)の提出時に当たつて:よ 認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)
は、記載する必要はありません。

・認定の有効期間の更新の申請に当たつて:よ 躍定基準帯チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法

第5条第1項に基づく書類 (役員輌酬鯛程申協出響順)に配職した事項について、改めて配職する必要はありません。

「認定基準等チェック表」(第 7表)記載コ領

7法 令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利
益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

舞ッタ欄

ν

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

有

“

:ゝ
ヽじノ
有 0無 有 無 有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無

③ :鵬日目鴫けェック表 (第 7翼)iよ 法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規鴨鞠剛田剛Dの提出時に記載及
び添付する必要があります。

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

各欄共通 該当する一方を「○」で囲みます。 「③」から RD」 については、認

定基準等チェック表 (第 3表)のイ

に記載する各期間 (「③」から輌◎」)

を示したもので丸。

記載要領の補足

○ 「認定基準等チェック表」(第 7表)において、「法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する:事丸|に:な 例えば、
法第42条に基づく所轄庁の改善命令に違反する場合などが該当しま・九



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係0

Ⅲ …  .,、 欠格事由チェンク表

法人名 認定特定非営利活動法人わだつみのこえ記念館 九″欄

認定、
は認定、

ずヽれかの欠格事由に該当する法人

1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
リ

合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前1年内に当腋認定特定非営利活動法人又は当該仮認定

特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年1酬製Lしな
い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等口 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税着しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暑力団の構成員等は

2)

2 認定又|ま仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当腋滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認
定、 所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書「その4』 並びに

ります)。
同 から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成長等の続制下にある法人

イ

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又はイ園認定特定非瞥田部蹴却υ睡 を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非

営和括動法人又は当該仮認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

の日から5年を経過しなυ渚の有無

有

禁銅以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無
有

特定非瞥問割枷固蹄麟れ くlt暴力団員による不当行為紡上法に適瞑したことにより、若しくは刑

法2鴻条等若しくはllに力行栄メl争処口(賠H′ゆ罪t`口したことにより、又ljE露嬢昔しく1渕地方喘出こ関する

法律に違反したことにより、罰金利に処せけ、そa関勲黎わつた日又はそ(●階子を受けること
がなくなった日から5年を遇過しない嗜の樹鴨

着 ./冨ヽ口
ンヽ

暴力団の構成員等の有無
⌒

有 。(無 〕

ttvr( い υ2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

はυ了セ`レ3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記4に優|るI刻圏塑圏肇型睦垂逮壼空曇壁

:まセ

はυ
瀞
謗

5 国税に係る重加算税又は地方税に係|る :重力I算金を課された日から3年を経過しない法人 はい

6 次のレ

イ 暴力団 はυ

ロ はセ


